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１　国民健康保険事業特別会計
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 01 01 01 国民健康保険一般管理
事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険一般
管理事業》

44,856 国民健康保険の健全運営
を図るため、国民健康保
険団体連合会の共同電算
処理を活用するなどし、
国民健康保険事業を適正
かつ円滑に運営する。

国民健康保険会計の一般
管理費を適正に執行する
とともに、国民健康保険
団体連合会へ業務委託等
に係る負担金を支払う。

・医療費通知の発送
・後発医薬品差額通知の
発送
・レセプトの点検
・国民健康保険団体連合
会共同電算処理等に係る
負担金の支払い
・オンライン資格確認開
始に伴うマイナンバー
カードの取得促進と被保
険者証利用に関する情報
提供

2 01 01 02 連合会事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険一般
管理事業》

1,481 国民健康保険の健全運営
を図るため、国民健康保
険団体連合会の共同電算
処理を活用するなどし、
国民健康保険事業を適正
かつ円滑に運営する。

国民健康保険団体連合会
へ負担金を支払う。

・国民健康保険団体連合
会への負担金の支払い

3 01 02 01 国民健康保険税賦課徴
収事業
【国保年金課】

15,092 国民健康保険の健全運営
を図るため、国民健康保
険税の公平かつ公正な賦
課徴収を行う。

国民健康保険税条例に基
づき、適正かつ効率的な
国民健康保険税の賦課徴
収を行う。

・国民健康保険税の円滑
な賦課徴収
・未申告世帯に対する所
得把握の徹底
・口座振替の推奨
・基礎控除額改正(地方税
法改正)への対応

4 01 03 01 国民健康保険運営協議
会事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険一般
管理事業》

236 国民健康保険の健全運営
を図るため、国民健康保
険団体連合会の共同電算
処理を活用するなどし、
国民健康保険事業を適正
かつ円滑に運営する。

国民健康保険事業の運営
に関する重要事項を審議
するための組織を適正に
運営する。

・国民健康保険運営協議
会の開催

5 02 01 01 一般被保険者療養給付
事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

7,804,200 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。

国民健康保険一般被保険
者が医療機関等で受診し
た際の費用のうち、保険
者が負担する保険給付分
を医療機関等に支払う。

・一般被保険者療養給付
に係る保険者負担金の支
払い

6 02 01 02 退職被保険者等療養給
付事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

500 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険退職被保険
者が医療機関等で受診し
た際の費用のうち、保険
者が負担する保険給付分
を医療機関等に支払う。

・退職被保険者療養給付
に係る保険者負担金の支
払い

7 02 01 03 一般被保険者療養費支
給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

56,200 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険一般被保険
者の療養費に係る保険者
負担金を支払う。

・一般被保険者療養費に
係る保険者負担金の支払
い

8 02 01 04 退職被保険者等療養費
支給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

100 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険退職被保険
者の療養費に係る保険者
負担金を支払う。

・退職被保険者療養費に
係る保険者負担金の支払
い

9 02 01 05 診療報酬審査委託事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

17,451 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

診療報酬の審査支払事務
について国民健康保険団
体連合会へ委託し、迅
速・適正かつ公平な処理
を行う。

・レセプト審査支払委託
手数料の支払い

10 02 02 01 一般被保険者高額療養
費支給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

1,155,890 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険一般被保険
者の高額療養費に係る保
険者負担金を支払う。

・一般被保険者高額療養
費に係る保険者負担金の
支払い
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

11 02 02 02 退職被保険者等高額療
養費支給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

300 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険退職被保険
者の高額療養費に係る保
険者負担金を支払う。

・退職被保険者高額療養
費に係る保険者負担金の
支払い

12 02 02 03 一般被保険者高額介護
合算療養費支給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

1,200 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険一般被保険
者の高額療介護合算養費
に係る保険者負担金を支
払う。

・一般被保険者高額介護
合算療養費に係る保険者
負担金の支払い

13 02 02 04 退職被保険者等高額介
護合算療養費支給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

50 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険退職被保険
者の高額療介護合算養費
に係る保険者負担金を支
払う。

・退職被保険者高額介護
合算療養費に係る保険者
負担金の支払い

14 02 03 01 一般被保険者移送費支
給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

200 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険一般被保険
者の移送費に係る保険者
負担金を支払う。

・一般被保険者移送費に
係る保険者負担金の支払
い

15 02 03 02 退職被保険者等移送費
支給事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：保険給付事業》

1 国民健康保険の健全運営
を図るため、被保険者の
医療機関での受診費用の
うち、保険者が負担する
保険給付分を適正に支払
う。 

国民健康保険退職被保険
者の移送費に係る保険者
負担金を支払う。

・退職被保険者移送費に
係る保険者負担金の支払
い

16 02 04 01 出産育児一時金支給事
業
【国保年金課】

32,357 出産育児一時金を支給
し、出産に要すべき費用
の経済的負担の軽減を図
る。

国民健康保険被保険者が
出産した場合、出産育児
一時金として40万4千円
（産科医療補償制度加入
者は42万円）を国民健康
保険団体連合会を通じ、
原則として医療機関へ直
接支払う。

・出産育児一時金の支給

17 02 05 01 葬祭費支給事業
【国保年金課】

10,000 国民健康保険被保険者の
経済的負担を軽減するた
め、葬祭費を適正に支給
する。

国民健康保険被保険者が
死亡した際、その葬祭を
行う者に対し、葬祭費5万
円を支給する。

・葬祭費の支給

18 02 06 01 傷病手当金支給事業
【国保年金課】

1 新型コロナウイルス感染
症の感染拡大をできる限
り防止するため、国民健
康保険被保険者である被
用者が感染した場合等に
休みやすい環境を整備す
るため、傷病手当金を特
例的・時限的に支給す
る。

国保被保険者である被用
者のうち、新型コロナウ
イルス感染症に感染した
者又は発熱等の症状があ
り感染が疑われる者に傷
病手当金を支給する。

・傷病手当金の支給

19 03 01 01 一般被保険者医療給付
費納付事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険事業
費納付金納付事業》

2,143,884 国民健康保険事業の県単
位化により策定された
「埼玉県国民健康保険運
営基本方針」に基づき、
国民健康保険の健全性を
確保し、将来にわたり安
定した持続可能な制度運
営を図る。

国民健康保険一般被保険
者の医療給費分に係る国
民健康保険事業費納付金
を県に納付する。

・国民健康保険事業費納
付金の支払い

20 03 01 02 退職被保険者医療給付
費納付事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険事業
費納付金納付事業》

1,448 国民健康保険事業の県単
位化により策定された
「埼玉県国民健康保険運
営基本方針」に基づき、
国民健康保険の健全性を
確保し、将来にわたり安
定した持続可能な制度運
営を図る。

国民健康保険退職被保険
者の医療給費分に係る国
民健康保険事業費納付金
を県に納付する。

・国民健康保険事業費納
付金の支払い
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

21 03 02 01 一般被保険者後期高齢
者支援金納付事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険事業
費納付金納付事業》

754,696 国民健康保険事業の県単
位化により策定された
「埼玉県国民健康保険運
営基本方針」に基づき、
国民健康保険の健全性を
確保し、将来にわたり安
定した持続可能な制度運
営を図る。

国民健康保険一般被保険
者の後期高齢者支援金等
分に係る国民健康保険事
業費納付金を県に納付す
る。

・国民健康保険事業費納
付金の支払い

22 03 02 02 退職被保険者後期高齢
者支援金納付事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険事業
費納付金納付事業》

447 国民健康保険事業の県単
位化により策定された
「埼玉県国民健康保険運
営基本方針」に基づき、
国民健康保険の健全性を
確保し、将来にわたり安
定した持続可能な制度運
営を図る。

国民健康保険退職被保険
者の後期高齢者支援金等
分に係る国民健康保険事
業費納付金を県に納付す
る。

・国民健康保険事業費納
付金の支払い

23 03 03 01 介護納付金納付事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険事業
費納付金納付事業》

278,665 国民健康保険事業の県単
位化により策定された
「埼玉県国民健康保険運
営基本方針」に基づき、
国民健康保険の健全性を
確保し、将来にわたり安
定した持続可能な制度運
営を図る。

国民健康保険被保険者の
介護納付金に係る国民健
康保険事業費納付金を県
に納付する。

・国民健康保険事業費納
付金の支払い

24 04 01 01 その他共同拠出事業
【国保年金課】

7 国民健康保険の健全運営
を図るため、県内各保険
者が拠出し、共同事業を
実施する。

退職被保険者等該当者リ
スト作成し、退職被保険
者資格の適正化を図る。

・国民健康保険団体連合
会の共同事業による年金
受給者リスト作成に対す
る費用負担

25 05 01 01 財政安定化基金拠出金
事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：国民健康保険一般
管理事業》

1 国民健康保険の健全運営
を図るため、国民健康保
険団体連合会の共同電算
処理を活用するなどし、
国民健康保険事業を適正
かつ円滑に運営する。

特別な事情(災害や景気変
動)が発生した県内市町村
に対し、国・県・県内市
町村で1/3ずつ拠出し合
い、国民健康保険事業の
財政の安定化を図る。

・県が設置する財政安定
化基金への拠出

26 06 01 01 国民健康保険保養施設
利用助成事業
【国保年金課】

3,312 国民健康保険（国民健康
保険）の健全運営を図る
ため、保養施設利用助成
を実施することにより、
被保険者の疾病の予防及
び健康の維持・増進を図
る。

被保険者に対する保養施
設利用料金（年度内2泊が
限度）の助成を行う。
【助成額】
・大人（中学生以上）
             1泊3,000円
・小人（小学生のみ）
             1泊1,500円

・40歳以上の被保険者に
ついては、2泊目の補助申
請の際に特定健診の受診
を促し、受診勧奨に活用
する
・埼玉県国民健康保険団
体連合会への保養施設利
用負担金の支払い

27 06 01 02 国民健康保険人間ドッ
ク・脳ドック利用助成
事業
【国保年金課】

18,104 国民健康保険に加入する
市民の病気を予防するた
め、人間ドック・脳ドッ
ク受診に係る負担軽減を
実施する。

国民健康保険被保険者に
対する人間ドックや脳
ドックの利用助成(20,000
円)を行う。

・人間ドック利用助成の
実施 
・脳ドック利用助成の実
施

28 06 02 01 特定健康診査等事業
【健康づくり推進課】

116,848 国保に加入する市民の病
気を予防するため、内臓
脂肪型肥満に着目した健
診や保健指導を実施し、
対象者への早期介入・行
動変容につなげる。

国民健康保険被保険者の
うち、40歳から74歳まで
の方を対象とした特定健
康診査を推進する。 
また、特定健康診査の結
果から指導が必要な受診
者を情報提供レベル、動
機付け支援レベル、積極
的支援レベルに階層化
し、そのレベルに合わせ
た特定保健指導を推進す
る。 
健診項目数：10項目

・特定健康診査の実施 
・特定保健指導の実施 
・「健康診断受診率向上
特別対策ＰＴ」による受
診率向上に向けた全庁的
な取組みの実施 
（人工知能を活用した受
診率向上対策、集団健診
の回数や内容等の改善に
よる受診率向上等）
・14回線を用いた健診の
電話予約を、休日に4回実
施。
・集団健診回数の増加22
回→29回
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

29 06 03 01 糖尿病性腎症重症化予
防対策事業
【国保年金課】

8,976 国民健康保険の健全運営
を図るため、県内市町村
が協力し、人工透析に移
行すると高額な医療費が
かかるとされている「糖
尿病性腎症」の重症化を
予防することにより医療
費の抑制を図る。

特定健診受診者の検査結
果から、糖尿病性腎症の
疑いがある被保険者に対
し、受診を促すととも
に、レセプト・特定健診
のデータから糖尿病性腎
症の病期が2～4期の患者
を対象に保健指導を実施
する。

・国民健康保険団体連合
会の共同事業である生活
習慣病重症化予防対策事
業の実施

30 07 01 01 一般被保険者保険税還
付事業
【国保年金課】

17,200 国民健康保険税の更生に
よる減額等に係る過納金
を還付する。

当該年度以前に納付され
た一般被保険者に係る国
民健康保険税の過納金を
還付する。

・国民健康保険税過納金
の還付

31 07 01 02 退職被保険者等保険税
還付事業
【国保年金課】

50 国民健康保険税の更生に
よる減額等に係る過納金
を還付する。

当該年度以前に納付され
た退職被保険者に係る国
民健康保険税の過納金を
還付する。

・国民健康保険税過納金
の還付

32 07 01 03 償還金
【国保年金課】

3 補助金等の精算に伴う償
還金を遅滞なく適正に償
還する。

当該年度以前に交付され
た補助金等の精算に伴う
償還金を支払う。

・償還金の支払い

33 07 01 04 一般被保険者還付加算
【国保年金課】

590 国民健康保険税の還付に
伴う還付加算金を適正に
支払う。

一般被保険者に係る国民
健康保険税還付金に対し
て法令に基づく還付加算
金を支払う。

・還付加算金の支払い

34 07 01 05 退職被保険者等還付加
算
【国保年金課】

10 国民健康保険税の還付に
伴う還付加算金を適正に
支払う。

退職被保険者に係る国民
健康保険税還付金に対し
て法令に基づく還付加算
金を支払う。

・還付加算金の支払い

35 07 02 01 国民健康保険直営診療
所特別会計繰出事業
【国保年金課】

476 国民健康保険直営診療所
特別会計に適正な操出を
行う。

北川辺診療所の医療機器
整備に対し、県交付金を
国保特別会計で受入れ、
国民健康保険直営診療所
特別会計に操出を行う。

・国民健康保険直営診療
所特別会計への繰出し

36 08 01 01 予備費
【国保年金課】

5,000 予算外の支出又は予算超
過の支出に充てるため、
歳入歳出予算に計上す
る。

不測の事態が生じた場
合、予備費充用により対
応する。

・予算外の支出又は予算
超過の支出に対する充用
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２　後期高齢者医療特別会計
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 01 01 01 後期高齢者医療一般管
理事業
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：後期高齢者医療一
般管理事業》

1,619 後期高齢者医療事業を円
滑に実施し、保険財政基
盤の安定化を図る。

一般会計から事務費分を
繰り入れ、後期高齢者医
療に関する各種申請書の
受付等の窓口業務を行う
とともに、保険料の徴収
や徴収した保険料の納付
など広域連合に関する事
務の適正な執行を図る。

・被保険者証の交付 
・保険料決定通知の送付  
・制度周知用リーフレッ
トの配付 
・医療給付業務等の窓口
業務 
・徴収した保険料の広域
連合への納付 

2 01 01 02 後期高齢者保養施設利
用助成事業
【国保年金課】

3,000 元気な高齢者を支援する
ため、後期高齢者の保養
施設の利用に際し、宿泊
費の助成を行う。

保険料などの滞納がない
被保険者が、保養施設に
宿泊した際、宿泊費の一
部（年間1泊まで3,000
円）を助成する。

・保養施設宿泊費の助成 
・広報紙やホームページ
などによるＰＲ 
・保養施設一覧表の窓口
配備

3 01 01 03 後期高齢者健康診査事
業
【健康づくり推進課】

61,278 後期高齢者医療保険に加
入する市民の病気を予防
するため健康診査を実施
し、受診者の健康維持に
努める。

後期高齢者を対象とした
健康診査を実施する。 
診査項目：質問票、身体
計測、血圧測定、診察、
尿検査、血液検査、(その
他、医師の判断により心
電図検査実施) 

・受診券の送付 
・健康診査（個別・集
団）の実施 
・健康診査結果の送付 
・受診勧奨ハガキの送付
・14回線を用いた健診の
電話予約を休日に4回実施
・集団健診回数の増加22
回→29回

4 01 01 04 後期高齢者人間ドッ
ク・脳ドック利用助成
事業
【国保年金課】

3,300 元気な高齢者を支援する
ため、後期高齢者の人間
ドック・脳ドック受診に
係る金銭的負担を軽減す
る。

後期高齢者医療被保険者
に対する人間ドック・脳
ドックの利用助成を行
う。 
 
助成額 
　人間ドック　20,000円 
　※受診機関の制限なし 
　脳ドック　　20,000円 
　※医療診断センターで
の受診のみ対象

・人間ドック利用助成の
実施 
・脳ドック利用助成の実
施 
・制度のＰＲ(保険料決定
時に案内同封・ホーム
ページ掲載) 

5 01 02 01 後期高齢者医療保険料
徴収事業
【国保年金課】

13,604 後期高齢者医療保険料を
確実に収納することによ
り、広域連合の保険財政
基盤の安定を図る。

保険料は、原則として特
別徴収（年金天引き）の
方法により、年6回（偶数
月）に分けて徴収する。 
特別徴収以外の普通徴収
の場合、納付書または口
座振替により、年8回（7
月～2月）に分けて徴収す
る。

・督促状、催告書等の発
送 
・電話催告、臨宅徴収の
実施 
・滞納処分の実施 
・納付書の発送 

6 02 01 01 後期高齢者医療広域連
合納付金
【国保年金課】

《総合振興計画事業
名：後期高齢者医療一
般管理事業》

1,204,399 後期高齢者医療事業を円
滑に実施し、保険財政基
盤の安定化を図る。

一般会計から事務費分を
繰り入れ、後期高齢者医
療に関する各種申請書の
受付等の窓口業務を行う
とともに、保険料の徴収
や徴収した保険料の納付
など広域連合に関する事
務の適正な執行を図る。

・被保険者証の交付 
・保険料決定通知の送付  
・制度周知用リーフレッ
トの配付 
・医療給付業務等の窓口
業務 
・徴収した保険料の広域
連合への納付 

7 03 01 01 還付金
【国保年金課】

3,000 後期高齢者医療保険料の
更生による減額等に係る
過納金を還付する。

当該年度以前に納付され
た後期高齢者医療被保険
者に係る後期高齢者医療
保険料の過納金を還付す
る。

・後期高齢者医療保険料
過納金の還付

8 03 01 02 還付加算金
【国保年金課】

100 後期高齢者医療保険料の
還付に伴う還付加算金を
適正に支払う。

後期高齢者医療被保険者
に係る後期高齢者医療保
険料還付金に対して法令
に基づく還付加算金を支
払う。

・還付加算金の支払い

9 04 01 01 予備費
【国保年金課】

1,000 予算外の支出又は予算超
過の支出に充てるため、
歳入歳出予算に計上す
る。

不測の事態が生じた場
合、予備費充用により対
応する。

・予算外の支出又は予算
超過の支出に対する充用
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３　介護保険事業特別会計
（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

1 01 01 01 高齢者支援計画進行管
理事業
【高齢者福祉課】

385 高齢者福祉施策及び介護
保険事業の円滑な実施を
図るため、高齢者支援計
画に基づく施策を総合
的・計画的に推進する。

計画の着実な達成と円滑
な運営を行うため、計画
に基づく事業の実施状況
の点検、評価等を行う。

・事業の実施状況の点
検、評価等 
・介護保険運営協議会の
運営 
・高齢者相談センター及
び地域密着型サービス運
営委員会の運営

2 01 01 01 介護人材確保対策事業
【高齢者福祉課】

990 長寿化に伴う介護需要の
増加等に適切に対応でき
るよう、介護サービスの
提供体制を確保する。

多様な人材の介護分野へ
の参入を促進し、及び介
護資格の取得を支援する
こと等により、市内の介
護施設等に従事する介護
人材の確保を図る。

・介護に関する入門的研
修等の実施
・介護資格の取得に対す
る助成
・介護の仕事に関する普
及啓発

3 01 01 01 介護保険一般管理事業
【高齢者福祉課】

34,030 高齢者の自立支援を推進
するため、介護保険事業
を安定的、効率的に運営
する。

介護保険電算システムの
維持管理、事務用品の調
達など介護保険の運営に
係る一般的な事務を行
う。

・事務用品購入、各種通
知発送 
・介護保険電算システム
保守、改修 

4 01 02 01 介護保険料賦課徴収事
業
【高齢者福祉課】

8,879 介護保険給付費及び地域
支援事業の財源の一部を
確保する。

介護保険法第129条に基づ
き、第1号被保険者（65歳
以上）の介護保険料の賦
課及び徴収を行う。特に
普通徴収対象者に対し、
口座振替を推奨する。

・第1号被保険者に係る介
護保険料の賦課、徴収 
・65歳年齢到達者への保
険料口座振替推奨文書の
送付 
・第8期介護保険事業計画
による保険料の改定文書
の送付

5 01 03 01 介護認定審査会事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護認定事業》

19,529 高齢者が介護保険の給付
を受けるため、介護の必
要の程度（要介護度）を
決定する。

要介護認定申請に基づ
き、訪問調査や主治医意
見書の取得、認定審査会
に係る事務を行い、認定
審査会で認定した介護度
を申請者へ通知する。

・認定調査の実施及び必
要資料の収集 
・主治医意見書の依頼及
び取得 
・認定審査会の開催と要
介護度の認定 
・認定審査委員研修への
参加 

6 01 03 02 認定調査事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護認定事業》

57,114 高齢者が介護保険の給付
を受けるため、介護の必
要の程度（要介護度）を
決定する。

要介護認定申請に基づ
き、訪問調査や主治医意
見書の取得、認定審査会
に係る事務を行い、認定
審査会で認定した介護度
を申請者へ通知する。

・認定申請相談及び受付
事務
・認定調査の実施及び必
要資料の収集 
・主治医意見書の依頼及
び取得 
・認定審査委員研修への
参加 
・認定調査員研修への参
加

7 02 01 01 居宅介護サービス給付
事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

3,203,758 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く居宅
介護サービス費用の保険
給付

8 02 01 02 特例居宅介護サービス
給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く特例
居宅介護サービス費用の
保険給付
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

9 02 01 03 地域密着型介護サービ
ス給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

782,517 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く地域
密着型介護サービス費用
の保険給付

10 02 01 04 特例地域密着型介護
サービス給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く特例
地域密着型介護サービス
費用の保険給付

11 02 01 05 施設介護サービス給付
事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

3,987,158 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く施設
介護サービス費用の保険
給付

12 02 01 06 特例施設介護サービス
給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く特例
施設介護サービス費用の
保険給付

13 02 01 07 居宅介護福祉用具購入
事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

7,596 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く居宅
介護福祉用具購入費用の
保険給付
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

14 02 01 08 居宅介護住宅改修事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

22,881 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く居宅
介護住宅改修費用の保険
給付

15 02 01 09 居宅介護サービス計画
給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

398,077 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・居宅介護サービス計画
費用の保険給付

16 02 01 10 特例居宅介護サービス
計画給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・特例居宅介護サービス
計画費用の保険給付（償
還払い分）

17 02 02 01 介護予防サービス給付
事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

78,486 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く介護
予防サービス費用の保険
給付

18 02 02 02 特例介護予防サービス
給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く特例
介護予防サービス費用の
保険給付
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

19 02 02 03 地域密着型介護予防
サービス給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

972 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く地域
密着型介護予防サービス
費用の保険給付

20 02 02 04 特例地域密着型介護予
防サービス給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く特例
地域密着型介護予防サー
ビス費用の保険給付

21 02 02 05 介護予防福祉用具購入
事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1,399 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く介護
予防福祉用具購入費用の
保険給付

22 02 02 06 介護予防住宅改修事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

9,590 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・利用者負担を除く介護
予防住宅改修費用の保険
給付

23 02 02 07 介護予防サービス計画
給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

19,004 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・介護予防サービス計画
費用の保険給付
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

24 02 02 08 特例介護予防サービス
計画給付事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・特例介護予防サービス
計画費用の保険給付（償
還払い分）

25 02 03 01 介護報酬審査委託事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

4,720 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・国民健康保険団体連合
会への利用者負担を除く
介護（予防）サービス費
用の保険給付に係る審査
支払手数料の支払

26 02 04 01 高額介護サービス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

232,405 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要介護認定者の保険対
象サービスの1ヶ月の自己
負担額が負担限度額を超
えた場合の超過分に係る
払い戻し

27 02 04 02 高額介護予防サービス
事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要支援認定者の保険対
象サービスの1ヶ月の自己
負担額が負担限度額を超
えた場合の超過分に係る
払い戻し

28 02 05 01 高額医療合算介護サー
ビス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

30,176 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要介護認定者の医療費
と介護保険対象サービス
の自己負担額の1年分を合
算した額が、負担限度額
を超えた場合の超過分に
係る払い戻し
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

29 02 05 02 高額医療合算介護予防
サービス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要支援認定者の医療費
と介護保険対象サービス
の自己負担額の1年分を合
算した額が、負担限度額
を超えた場合の超過分に
係る払い戻し

30 02 06 01 特定入所者介護サービ
ス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

393,823 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要介護認定を受けて
ショートステイ、施設
サービスを利用する低所
得者の食費及び居住費の
軽減に係る保険給付

31 02 06 02 特例特定入所者介護
サービス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要介護認定を受けて
ショートステイ、施設
サービスを利用する低所
得者の食費及び居住費の
軽減に係る保険給付（償
還払い分）

32 02 06 03 特定入所者介護予防
サービス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

499 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要支援認定を受けて
ショートステイを利用す
る低所得者の食費及び居
住費の軽減に係る保険給
付

33 02 06 04 特例特定入所者介護予
防サービス事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護保険給付事
業》

1 介護を必要とする高齢者
が、その能力に応じ自立
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

要介護認定者が必要な
サービスをサービス提供
事業者から受けた場合に
利用者負担を除くサービ
ス費用を保険給付する。 
（国）施設20%、居宅25% 
（県）施設17.5%、居宅
12.5% 
（市）施設12.5%、居宅
12.5% 
（保険料）
1号被保険者23％
 2号被保険者27％

・要支援認定を受けて
ショートステイを利用す
る低所得者の食費及び居
住費の軽減に係る保険給
付（償還払い分）

34 03 01 01 介護保険給付費準備基
金事業
【高齢者福祉課】

182 介護保険料の上昇軽減に
充てるため、「介護保険
給付費準備基金」への積
立を行う。

「介護保険給付費準備基
金」の適正管理（介護保
険法に基づく介護保険財
政の決算剰余金の積立、
基金取崩し）を行う。

・「介護保険給付費準備
基金」への積立 
・必要に応じた「介護保
険給付費準備基金」の取
崩し
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

35 04 01 01 介護予防・生活支援
サービス等事業
【高齢者福祉課】

155,005 高齢者が要介護状態等に
なることの予防又は要介
護状態の軽減若しくは悪
化の防止を図る。

要支援状態にある高齢者
に対し、一人ひとりの健
康状態に応じた多様な訪
問・通所サービスを提供
する。 

・指定事業所による通所
又は訪問サービス（Ｓ・
Ａ）の提供 
・通所サービスＣ（短期
集中型）の実施 
・訪問サービスＢの提供
（シルバー人材セン
ター、きらきら館） 
・高額介護予防サービス
費相当事業費の支給 
・高額医療合算介護予防
サービス事業費相当事業
費の支給

36 04 01 02 介護予防ケアマネジメ
ント事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護予防ケアマネ
ジメント事業》

18,000 高齢者が要介護状態等に
なることの予防又は要介
護状態の軽減若しくは悪
化の防止を図り、高齢者
が地域において自立した
日常生活を送ることがで
きるようにする。

国民健康保険団体連合会
に対し、介護予防ケアマ
ネジメントの実施に要し
た費用（負担金）を支払
う。

・国民健康保険団体連合
会に対する介護予防ケア
マネジメント事業費負担
金の支払 

37 04 01 03 介護報酬審査委託事業
【高齢者福祉課】

《総合振興計画事業
名：介護予防ケアマネ
ジメント事業》

432 高齢者が要介護状態等に
なることの予防又は要介
護状態の軽減若しくは悪
化の防止を図り、高齢者
が地域において自立した
日常生活を送ることがで
きるようにする。

国民健康保険団体連合会
に対し、介護予防・日常
生活支援総合事業に係る
審査支払手数料を支払
う。

・国民健康保険団体連合
会に対する審査支払手数
料（介護予防・日常生活
支援総合事業分）の支払

38 04 02 01 高齢者筋力アップト
レーニング事業
【健康づくり推進課】

7,300 生活習慣病予防と介護予
防の視点を充実させ、医
療費の削減効果を目的と
し、健康でいきいきと暮
らすことができる健康長
寿社会を目指す。

概ね50歳以上の参加希望
者に対し 、体力測定を実
施。個別運動プログラム
に基づき、筋力トレーニ
ングとエアロバイクなど
の有酸素運動を取り入れ
たトレーニングを週1回開
催する。 
筋トレ修了生の後方支援
も実施していく。

・第18期生募集　加須地
域、大利根地域での開催 
・第18期生の参加者を自
主活動へつなぐ支援 
・筋トレ修了生のトレー
ニングサポーター養成及
び後方支援

39 04 02 01 ふれあいサロン事業
【高齢者福祉課】

4,932 高齢者が身近な場所で仲
間と交流できる場を提供
し、おしゃべりや運動の
機会を増やすことで、閉
じこもりや認知機能の低
下を予防する。 
 

介護予防サポーターや地
域住民と協働し、高齢者
の仲間作りや活動の場を
提供する。 
 

・新規ふれあいサロンの
開設と把握、民間施設の
活用 
・サロンの動継続支援(集
会所借上料一部負担）
・高齢者相談センターと
の連携 
・シルバー人材センター
との連携によるサポー
ター派遣 
・介護予防サポーターへ
の謝金の支払 
・保健事業と介護予防の
一体的な実施（医療専門
職による支援）

40 04 02 01 元気はつらつ介護予防
事業
【高齢者福祉課】

6,847 高齢者が主体的に介護予
防活動に取り組めるよう
にする。

個々の高齢者の活動レベ
ルや役割レベルの向上を
もたらし、一人ひとりの
生きがいや自己実現への
取り組みを支援する。ま
た、支援する側の介護予
防サポーターを養成し、
地域の高齢者を支える仕
組みづくりを行う。

・介護予防に関する普及
啓発 
・元気はつらつ体操教室
（転倒予防教室）の開催 
・介護予防サポーター養
成講座・サポーター会議
の開催 
・低栄養・口腔機能低下
の予防のための普及啓発
（教室の開催等） 
・あたまの健康教室の開
催 
・認知症予防体操の普及
啓発（ＤＶＤ・ＣＤの貸
出） 
・認知症講演会・ファイ
ブコグ検査の実施
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

41 04 02 01 要支援高齢者把握事業
【高齢者福祉課】

3,552 高齢者の実態を把握し、
介護予防・日常生活支援
総合事業等につなげるこ
とにより、要介護状態等
となることの予防又は要
介護状態等の軽減若しく
は悪化の防止を図る。

後期高齢者の質問票等を
活用して要介護等認定を
受けていない高齢者の健
康状態を把握し、生活機
能の低下がみられる高齢
者に対し、介護予防・日
常生活支援総合事業等へ
の参加を促す。

・地域からの情報提供や
後期高齢者の質問票等を
活用した、機能低下者の
把握 

42 04 03 01 高齢者相談センター運
営委託事業
【高齢者福祉課】

159,984 地域住民の心身の健康の
保持及び生活の安定のた
めに必要な援助を行うこ
とにより、地域住民の保
健医療の向上及び福祉の
増進を包括的に支援す
る。

高齢者相談センター業務
を市内の6箇所の社会福祉
法人に委託して実施す
る。 
・包括的支援事業 
・指定介護予防支援事業 
・第一号介護予防支援事
業 
・一般介護予防事業 
・地域ケア会議 
・地域ブロンズ会議事業 
・認知症総合支援事業

・包括的支援事業（総合
相談支援、権利擁護、包
括的・継続的ケアマネジ
メント支援）の実施 
・指定介護予防支援等の
実施 
・一般介護予防事業（ふ
れあいサロン事業等）の
実施 
・認知症総合支援事業の
実施 
・地域ケア会議の開催等 
・地域ブロンズ会議の運
営支援

43 04 03 01 高齢者相談センター指
導監督事業
【高齢者福祉課】

61,017 高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らし続ける
ことができるようにする
ための様々な取り組み
を、地域で一体的に実施
する役割を担う中核的機
関として高齢者相談セン
ターを機能させる。

高齢者相談センター運営
委託業務の企画立案及び
連携、高齢者相談セン
ター定例会議の開催、高
齢者相談センターへの指
導監督等を行う。

・高齢者相談センター運
営委託業務の企画立案・
連携 
・高齢者相談センター（6
か所）の委託 
・高齢者相談センター定
例会議の開催 
・高齢者相談センターへ
の指導監督

44 04 03 01 高齢者総合相談支援事
業
【高齢者福祉課】

3,681 高齢者が住み慣れた地域
で安心してその人らしい
生活を継続することがで
きるようにする。

高齢者及びその家族から
の相談をワンストップで
受け止め、高齢者相談セ
ンターをはじめとする関
係機関や保健・医療・福
祉などのサービス又は制
度につなげる支援を行
う。また、そのための
ネットワークの構築を行
う。

・高齢者相談センターと
の連携

45 04 03 01 権利擁護事業
【高齢者福祉課】

4,166 高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けら
れるよう、権利侵害を受
けている人とその家族に
対する支援を適切に行
う。また、身寄りがな
く、自らの権利を護れな
い高齢者を支える体制を
整備する。

高齢者虐待等の権利侵害
に対する個別支援、高齢
者等虐待及び消費者被害
防止ネットワーク会議の
開催、高齢者虐待対応専
門職チーム派遣の活用等
による関係機関との情報
共有、高齢者虐待等の防
止に関する普及啓発、成
年後見の市長申立て及び
後見人等へ報酬助成を行
う。

・高齢者等虐待及び消費
者被害防止ネットワーク
会議等の開催 
・高齢者虐待対応専門職
チーム派遣の活用 
・高齢者虐待等の防止に
関する普及啓発 
・成年後見の市長申立て
及び後見人等への報酬助
成 
・高齢者相談センター等
の関係機関との連携

46 04 03 01 地域ケア会議推進事業
【高齢者福祉課】

383 介護支援専門員によるケ
アマネジメントの質の向
上を図ることによって、
高齢者の自立、要介護状
態となることの予防又は
要介護状態の重度化の防
止を図る。

・地域ケア個別会議（市
が主催する自立支援型地
域ケア会議と高齢者相談
センターが主催する地域
ケア個別会議）及び地域
ケア推進会議を開催す
る。 
・地域ケア個別会議の開
催を通じて地域課題を把
握し、地域ケア推進会議
にて検討し、高齢者施策
を検討する際の参考とす
る。

・地域ケア個別会議（自
立支援型地域ケア会議）
の開催 
・地域ケア推進会議の開
催 
・高齢者相談センターと
の連携 
・居宅介護支援事業所、
介護保険サービス事業所
向け研修会の開催

― 13 ―



（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

47 04 03 01 地域ブロンズ会議事業
【高齢者福祉課】

3,701 何らかの支援を必要とす
る高齢者を地域で支え合
う仕組みを構築し、高齢
者が住み慣れた地域で安
心して暮らし続けられる
ようにする。

・地域で高齢者を支え合
う仕組みについて検討す
る地域ブロンズ会議の設
置の促進及び開催支援を
行う。 
・地域ニーズの把握と地
域資源のマッチング等を
行う生活支援コーディ
ネーターを配置する。 
・介護予防・生活支援
サービスの担い手となる
高齢者等の養成を行う。 
・地域包括ケアシステム
に関する普及啓発を行
う。

・第1層ブロンズ会議（介
護保険運営協議会）の運
営 
・第2層ブロンズ会議の活
動支援 
・第1層、第2層ブロンズ
会議による情報共有及び
協働による生活支援サー
ビスの実施 
・生活支援コーディネー
ター（社協委託）を配置
し、既存の担い手との連
携及び新たな担い手を養
成

48 04 03 01 住宅改修手続支援事業
【高齢者福祉課】

33 住宅改修費の支給申請手
続等を支援する指定居宅
介護支援事業者等に対
し、理由書作成手数料を
支払うことにより、住宅
改修を必要とする高齢者
を支援する。

介護保険の住宅改修のみ
を行う場合は、住宅改修
費の支給申請手続等を支
援する介護支援専門員等
に対し居宅介護支援費が
支給されないため、理由
書の作成手数料（税別
2,000円）を支払い、住宅
改修のみを希望する高齢
者を支援する。

・介護支援専門員等への
理由書作成手数料の支払
い

49 04 03 01 認知症サポーター養成
研修事業
【高齢者福祉課】

154 認知症の人とその家族が
安心して暮らし続けるこ
とができる地域づくりを
推進する。

別途研修を修了した講師
（キャラバン・メイト）
による認知症サポーター
養成研修（研修内容…認
知症の基礎知識、早期診
断・治療の重要性等、研
修時間…90分程度）を開
催し、修了者には、「埼
玉県認知症サポーター
証」を交付する。 

・認知症サポーター養成
講座の開催 
・キャラバン・メイト、
認知症地域支援推進員交
流会の開催 
・認知症サポータースキ
ルアップ講座の開催 
・チームオレンジの設置

50 04 03 01 認知症総合支援事業
【高齢者福祉課】

1,224 認知症になっても、住み
慣れた地域で可能な限り
長く在宅で安心して住み
続けられるようにする。

市民の認知症に対する理
解を深めるとともに、認
知症の人及びその家族等
への支援を強化する。

・認知症ケアパスの更
新、周知 
・認知症カフェの設置促
進 
・認知症地域支援推進員
との連携の推進 
・認知症初期集中支援
チームの運営 
・チームオレンジの設置

51 04 03 01 行方不明高齢者等早期
発見支援事業
【高齢者福祉課】

111 認知症の人の安全の確保
と介護する家族の介護負
担の軽減を図る。

・現在位置を探索するた
めの端末機器を貸与し、
認知症高齢者等の所在が
不明となった場合、早期
に探索する。必要に応
じ、委託業者の緊急対処
員が現場に急行し、早期
発見につなげる。 
・認知症高齢者等を家族
の希望により台帳に登録
し、登録者に対し、番号
が印刷されたステッカー
を配付。ステッカーを高
齢者の靴に貼り、行方不
明時の早期発見につなげ
る。

・位置特定端末の貸出 
・行方不明高齢者等早期
発見ステッカーの配付 
・市民が所在不明になっ
た際の県内他市町村への
早期発見協力依頼（メー
ルによる一斉送信）※家
族からの依頼がある場合
のみ。
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（単位：千円）

№ 款 項 目 事　業　【所管課】 予 算 額 目　的 概　要 令和3年度実施内容

52 04 03 01 在宅医療・介護連携推
進事業
【高齢者福祉課】

12,325 医療や介護を必要とする
高齢者が、住み慣れた地
域で人生の最期まで暮ら
し続けられるようにす
る。

次の業務を実施する。 
・地域の医療・介護資源
の把握 
・在宅医療・介護連携に
関する課題の抽出 
・在宅医療・介護連携に
関する相談支援 
・多職種間の情報共有の
支援 
・在宅医療・介護関係者
の研修 
・在宅医療・介護サービ
ス提供体制の構築 
・市民への普及啓発 
・県及び近隣市との連携 
・認知症施策の推進

・在宅医療・介護連携推
進委員会での協議・検討 
・在宅医療･介護相談窓口
の設置・運営（委託） 
・「とねっと」を活用し
た医療・介護連携の推進 
・医療･介護情報を共有す
るICTシステムの運営（委
託） 
・認知症施策の推進
・市民への普及啓発

53 04 03 01 介護給付適正化事業
【高齢者福祉課】

456 介護保険料の上昇と介護
給付費の増大化を抑制す
るため、不適切な給付の
防止と適切な介護サービ
スの確保を図り、適正な
制度運営を行う。

主要5事業（要介護認定調
査のチェック、ケアプラ
ンの点検、住宅改修の点
検・福祉用具購入及び貸
与の実態調査、医療情報
との突合・縦覧点検、利
用者への介護給付費の通
知）のほか、事業者への
指導監督や研修会等の開
催に取り組む。

・認定調査状況チェック 
・ケアプランの点検 
・住宅改修、福祉用具の
実態調査 
・医療情報との突合、縦
覧点検 
・介護給付費の利用者へ
の通知 
・苦情、相談等の適切な
把握、分析と指導監督 
・制度、運営状況等の周
知 
・軽度者等に対する福祉
用具貸与の例外給付の事
前確認

54 05 01 01 第１号被保険者保険料
還付事業
【高齢者福祉課】

4,511 保険給付及び地域支援事
業の財源の一部である保
険料を適切に管理する。

第1号被保険者に係る異動
情報等を基に保険料の算
定（賦課及び還付）を行
う。

・資格喪失（死亡・転
出・出国）や特別徴収停
止に係る第1号被保険者へ
の保険料の還付

55 05 01 02 償還金
【高齢者福祉課】

4 介護保険事業及び地域支
援事業の健全な運営

介護保険事業費及び地域
支援事業費について、負
担金や補助金の法定負担
割合額の過不足を確認
し、過分な場合には、
国・県・支払基金・市に
返還する。

・介護保険事業費及び地
域支援事業費の精算によ
る、国、県、支払基金、
市への返還

56 05 01 03 第１号被保険者還付加
算
【高齢者福祉課】

1 保険給付及び地域支援事
業の財源の一部である保
険料を適切に管理する。

第1号被保険者に係る異動
情報等を基に保険料の算
定（賦課及び還付）を行
う。

・資格喪失（死亡・転
出・出国）や特別徴収停
止に係る第1号被保険者へ
の保険料の還付

57 06 01 01 予備費
【高齢者福祉課】

3,000 予算外の支出又は予算超
過の支出に充てる。

不測の事態が生じた場
合、予備費充用により対
応する。

・予算外の支出又は予算
超過の支出に対応

― 15 ―




